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都市間比較型ベンチマーキングの
効果的な活用方法について
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日本の地方自治の現状と研究の目的



日本の地方自治体を取り巻く環境

長期的な景気の低迷
社会問題の多種多様化・高度化
（人口減少・少子高齢化・地球温暖化など）

情報の高度化・グローバル化
『三位一体の改革』の推進
地方分権の推進
公共施設の老朽化



自治体に課せられた課題

歳入の減少
財政の硬直化
国・都道府県からの業務移管
住民ニーズの多種多様化
情報公開の拡大
老朽化した公共施設の更新



地方自治体の現状（山形市）



日本におけるＮＰＭ改革

行政評価システムの導入
事務事業評価の実施率（95％超）
※都道府県・政令市・中核市・特例市（総務省HPより）

戦略計画の策定
総合計画：数値目標設定自治体増加

ＰＦＩ・市場化テストの実践
ＰＦＩ実施事業の推移（H11・3件→H18・245件）
※内閣府PFI推進室調査より



日本におけるＮＰＭ改革の有効性

（検証項目）

•先行研究
•自治体の行政評価に対する評価
•自治体の財政状況



ＮＰＭ改革に対する学識者の見解

•上山信一氏（大阪市立大学教授）
「今の日本の行政改革というものは全部失
敗に近い。」

•白川一郎（追手門大学教授）

「英米などのNPM改革の先進事例と比較す
ると本質的な部分で違和感を感じる。 」



NPM改革に対する学識者の見解

•大住荘四郎氏(関東学院大学教授）

（「 NPMの本質は、公的部門へのマネジメントの導入」）

としたうえで

「（日本の）行政評価の導入が必ずしも自治

体マネジメントに発展していないケースがし

ばしばみられる。」



行政評価システムに対する自治体側の意識

「行政評価の導入と有効性に関する実態調査」

松尾貴巳氏（神戸大学准教授）

自治体区分別にみた行政評価満足度



自治体の財政状況による分析

自治体の
累積債務の状況

「地方の借入金残
高／GDP」

平成3年度と平成
16年度との比較
⇒ 2.8倍増



日本のＮＰＭ改革の現状

多くの学識経験者が日本のNPM改革に対して懐疑的

な見解を示している。

行政評価導入の成果に満足していない自治体が過半

数以上を占めている。

 NPM改革が累積赤字の解消に繋がっていない。

（現状分析）

欧米諸国と比較し有効性は低い



日本におけるＮＰＭ改革の課題

ＰＤＣＡサイクルの定着化
行政評価の効果的運用
都市間比較の必要性



研究の目的

都市間比較型ベンチマーキングの効果的活
用方法に関する研究

欧米諸国のNPM改革において、効果的なマネジメ
ントツールとして機能していたベンチマーキング手法
に着目し、日本の地方自治のなかで、自治体が、効
果的、かつ効率的にBMを実施していくための方法
論を論証していく。



欧米諸国における都市間比較型ＢＭ
の活用事例



英国における都市間比較型ＢＭ

特徴
中央政府主導による集権的な取組み

活用事例

ベストバリュー政策

ＣＰＡ（包括的業績測定）



ベストバリュー政策

（全自治体共通の目標）

5年後を目途に、目標設定時における上

位25％の自治体が提供しているサービス

水準に到達すること。

（サービス水準を測る基準）

ベストバリュー指標



ブライトン・ホーブ市の総合計画



ウォルバー・ハンプトン市の業績測定



ＣＰＡ（包括的業績測定）

現在の業績

1 2 3 4

業
務
改
善
の
可
能
性

1 Poor Poor Weak －

2 Poor Weak Fair Good

3 Weak Fair Good Excellent

4 － Good Excellent Excellent

２つの評価基準に基づく自治体へのランク付け

※上位ランクの自治体へはインセンティブを，下位ランクの自治体へはペナルティが与えられる。



米国における都市間比較型ＢＭ

特徴
ＮＰＯを中核としたボランタリーな活動

活用事例

ＩＣＭＡモデル（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ City Management Association Model）

ＩＯＧプロジェクト（The Institute of Government Project）



米国における都市間比較型ＢＭ

ＮＰＯ 自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

自治体

・対象サービスの選定
・サービス基準
・成果基準
・会計基準

ベスト・プラクティス

連携



独国における都市間比較型ＢＭ

特徴

官民連携による全国規模でのＢＭ

活用事例

ＩＫＯモデル



独国における都市間比較型ＢＭ

自治体

自治体

自治体

自治体経営
簡素化機構
（KGｓｔ）

（情報提供）

（政策提言）

ベルテル
スマン財団

（バックアップ）



日本における都市間比較型
ベンチマーキングの実施状況



日本における都市間比較型BＭの取組状況

行政評価中心のNPM改革

評価手法や評価結果の活用方法など、何らか
の課題を抱えながら実施している状況

行政評価の再検討

業績指標や業務プロセスを先進自治体や近隣
自治体と比較検討し、政策判断や改善活動への
活用を目指した取組みが試みられはじめている。



日本における都市間比較型BＭの取組状況

事例名 実施内容

１ 自治体財政健全化法に
基づく財政健全化政策

財務４指標を用いた全国規模での取組み。中央政府が、自治体の財政健全化
を目的に実施。

２ 自治体ベントマーク
システム比べジョーズ

156指標（自治体で所管する公共サービスを網羅した指標）による自治体連
携の取組み。特例市を中心に37自治体が参加している。

３ 全国都市改善改革実践
事例発表会

業務改善発表を会開催している自治体連携による業務プロセス（改善事例）
を対象とした取組み。これまで、山形市、尼崎市、福井市で開催。

４ 龍ケ崎モデル
近隣市町村との比較分析を行政評価システムに活用している龍ケ崎市独自の
取組み。茨城県南7市町を対象にBMを実施している。

５ 都市行政評価ネット
ワーク会議

NIRA等が主催し、参加自治体間で指標を用いた詳細な比較分析を行ってい
る。現在、参加自治体は80以上にのぼる。

６ 関西ベンチマーキン
グ・コンソーシアム

民間シンクタンクが主催し、学識経験者と自治体職員が連携して指標を用い
た詳細な比較分析を行った。2002年～2003年の2ヵ年に渡り実施。

７ 三重県モデル
先進自治体の成功要因との比較分析を主たる活動とした三重県独自の取組み。
業務プロセスを対象とした自治体内部の職場レベルにおけるBM



自治体財政健全化法に基づく財政健全化政策



自治体ベンチマークシステム「比べジョーズ」



自治体ベンチマークシステム「比べジョーズ」



全国都市改善改革実践事例発表会

開始時期 自治体名 運動の名称 発表会の名称

2000年 福岡市 DNA運動 DNAどんたく

2003年
名古屋市 すみやか業務改善運動 なごやカップ

尼崎市 YAAるぞ運動 YAAるぞカップ
摂津市 ATOMS運動 ATOMS運動報告会

2004年
富士市 Cha Cha Cha運動 Cha Cha Chaグランプリ
横浜市 － ハマリバ収穫祭

2005年

大阪府 チャレンジ2005 チャレンジ2005取組発表会
札幌市 － 元気の種コレクション

大阪市 － カイゼン甲子園

枚方市 BPR活動 BPR活動報告会
京丹後市 全庁的業務改革改善運動 TAN5リンピック

山形市 － はながさ☆ぐらんぷり

2006年 北上市 きたかみPing!Pong!Pang!運動 きたかみPing!Pong!Pang!祭

改善改革実践事例発表会取組み状況



全国都市改善改革実践事例発表会

第1回発表事例

自治体名 事例名（所属名）

札幌市 本庁庁舎初！見やすい案内表示（保健福祉局）

北上市
現場で起きた問題は職員一人の問題ではなく、
係全体の問題として解決していこう（収納課）

山形市 ここは施設更新用地で～す。（浄化センター）

山形市 こたえていく、かなえていく（山形テルサ）

横浜市 子供たちに温かいご飯を！市立保育園で初の主
食提供（港南区サービス課・保育園）

富士市 捨てる紙あれば拾う紙あり？（広報広聴課）

名 古 屋

市
会葬者に不信感をいだかれない斎場にしよう！
（八事霊園斎場管理事務所）

大阪市
放射線を扱う“安全くん”たち（市立大学医学部
放射線部）

尼崎市
ゴミワケルンジャー・フォー・エバー（大西保

育所）

福岡市
かんきちくんでシックハウス予防（城南区保健
福祉センター衛生課）

自治体名 事例名（所属名）

札幌市
リンスで省エネ!!札幌発省エネ技術（新エネルギー政策
課）

北上市 農村公園を変身させるゾー（農地林務課）

山形市 防災服!!劇的ビフォー･アフター（防災安全課）

中野区
美化戦隊「クリーンエンジェル」出動!!（子ども育成分
野）

静岡市 ひねるとジャー（水道維持課）

磐田市 フジポットへのオーナー制度導入と有料広告掲載（商工
観光課）

豊橋市 プロジェクト“のんほい”（都市計画部総合動植物公園管
理事務所）

名古屋市 五月病なんか吹っ飛ばせ!!（交通局管理課）

福井市 情熱と信頼の保留地販売！（区画整理１課・区画整理２
課）

京丹後市 コミュニケーション図り隊（環境推進課）

柏原市 柏原電気保安協会（柏原病院看護部）

大阪市 大阪市都市整備局リンク新聞＋みんなのブログ（都市整
備局事業管理担当）

尼崎市 にぎわい商店「きょうDO屋」（協働参画課）

丹波市 社会教育ナビレンジャー（社会教育部）

第2回発表事例



龍ケ崎市の行政評価システム

近隣自治体との比較分析

茨城県南８市町との比較分析

施策評価への活用

施策評価の判断基準として活用

⇒施策評価の成果指標の中から

比較しやすい指標を選択



龍ケ崎市の行政評価システム



都市行政評価ネットワーク会議

ＮＩＲＡ
（ＮＰＯぐんま）

自治体

龍ｹ崎市

高崎市

十日町市

自治体

自治体

自治体

自治体

・ＮＩＲＡ型
ベンチマークモデル
・成果指標の数値

課題抽出・政策提言







関西ベンチマーキング・コンソーシアム

学識
経験者

自治体

長浜市
職員

尼崎市
職員

八尾市
職員

自治体

自治体

自治体

自治体

・対象サービスの選定
・成果・コストの基準

課題抽出・政策提言



関西ベンチマーキングコンソーシアム



関西ベンチマーキングコンソーシアム



三重県モデル

①現状とベンチマーキング後の目標設定
②ベンチマーキング計画・立案
③公開情報の収集と分析
④仮説の立案
⑤予備調査／準備・実施
⑥本調査／準備・実施
⑦調査結果の分析／導入計画立案

職場レベルにおけるＢＭの７つプロセス



取組年度 ベンチマーキング・テーマ名 取組所属

1998～1999年度 健康でいきいきとした地域づくり～生活習慣病予防策～ 健康福祉部5課

1999年度 公設試験研究機関における研究水準の向上
工業技術総合研究所 （現：科技Ｃ
工業研究部）

2000年度 個人県民税の徴収対策 税務政策課、県税事務所

2000～2001年度 こころの健康づくり施策推進のための組織の仕組みの改革
こころの健康センター、健康対策
課、 障害保健福祉課、津保健福祉
部

2001年度 地方税の滞納整理の広域化 税務政策課

2001年度 NPO活動に対する民間企業参画の推進 ＮＰＯ室

2001年度 県営公園の利用増進方策の調査研究 まちづくり推進課

2002年度 分煙のまちづくりを目指して～「桑名庁舎における分煙の改善」 桑名保健福祉部

2002年度 社会資本整備における住民参画の推進について 住民参画Ｔ

2002年度 三重県型CO2排出量取引制度の提案
地球環境・生活環境Ｔ、特定重要
課 題Ｔ、森林環境創造Ｔ、交通政
策Ｔ、環境創造活動Ｔ

2003年度 食肉の安全安心確保システムの構築について 松阪食肉衛生検査所

2003年度 愛のある職場を目指して（職員に顧客の価値サービスを高めるた
めの認識度アップの仕組みについて）

紀北県民局

2003年度 みえのカキ安心システムによる伊勢志摩産カキのブランド化につ
いて

南勢志摩保健福祉部

2004年度 経営品質を取り入れた学校改革 教育改革室
2004年度 職員を誉める場づくり 組織経営室

2004～2005年度 発達障害児の支援のあり方 あすなろ学園

2005年度 20年来の懸案事項、三重県フグテキストの復活編集 薬務食品室、松阪食肉衛生検査所

2006年度 民間サービス業のすぐれたお客様サービスの事例を調査研究し、
県庁の公共サービスにおける行政経営品質の向上に活かす

広聴広報室

2007年度 私立学校等振興補助金の補助制度を簡素化する方向での見直し 青少年・私学室



都市間比較型ベンチマーキングの
類型化



都市間比較型ベンチマーキングの類型化



中央政府主導型

活用事例

・ベストバリュー政策，ＣＰＡ（英）

・自治体財政健全化法に基づく政策（日）

特徴

①中央政府による強制的取組み

②比較対象は全国共通指標

③全自治体が参加



中央政府主導型

メリット

①全国規模での自治体間比較が可能

②国から地方への権限・財源委譲に活用可能

デメリット

①自治体による主体的取組みとなりにくい

②自治体側が当該指標を伸ばすことを最優先

してしまう可能性あり



自治体連携指標比較型

活用事例

・自治体BMシステム「比べジョーズ」（日）

・ＩＧプロジェクト（米）

特徴

①自治体連携によるデータの収集・管理・提供

②比較対象は業績指標

②集約したデータの活用は各自治体に依存



自治体連携指標比較型

メリット

①自治体の立場に立った成果指標設定が可能

②BMの目的に合わせたグループ設立可能

デメリット

①成果指標設定のプロセスが困難

②自治体間のランキングとして捉えられる危険

性あり



コンソーシアム型

活用事例

・行政評価推進ネットワーク会議（日）

・ＩＭＣＡプロジェクト／ＩOＧプロジェクト（米）

特徴

①シンクタンク・自治体間連携によるデータの分
析（コストも考慮した詳細な分析）

②比較対照となる政策分野が限定的



コンソーシアム型

メリット

①参加自治体の政策提言への活用可能

②各政策分野の効率性を検証活用

デメリット

①詳細な分析を実施するため多大な労力とコス
トが必要



自治体連携業務プロセス比較型

活用事例

・全国都市改善改革実践事例発表会（日）

特徴

①自治体連携による自主的な取組み

①ベストプラクティスとなる業務プロセスのデータ

収集・管理・提供

②比較対象となるサービス分野は広範囲



自治体連携業務プロセス比較型

メリット

①参加自治体の事業・業務への直接に活用し

やすい

②一度（短期間）に多くのベストプラクティスの共

有化が可能

デメリット

①一時的活動として取り扱われる可能性が高い



自治体単独指標比較型

活用事例

・龍ヶ崎モデル

特徴

①自治体単独で実施

②比較対象は業績指標

③総合計画や行政評価の補完的システム



自治体単独指標比較型

メリット

①総合計画や行政評価システムなど，既存の

行政システムへの効果的な活用が可能

・業績測定／住民への情報提供

デメリット

①他自治体の協力体制必要

②分析結果の妥当性が低くなる可能性あり



自治体単独業務プロセス比較型

活用事例

・三重県モデル（日）

特徴

①自治体単独で実施

②比較対象は業務プロセス

③自治体内の職場単位での取組み



自治体単独業務プロセス比較型

メリット

①自治体内部の職場レベルにおける業務改善
活動への活用

デメリット

①多大な労力・コストが必要

②全庁的な取組みとならない可能性がある



都市間比較型ベンチマーキングの
効果的な活用方法



都市間比較型BMの効果的な活用

効果的な活用方法の考え方

①日本の地方自治制度にあったタイプの選択

②（PDCAの）状況に応じたタイプの選択

都市間比較型BM

＝タイプによりメリット・デメリットが分かれる

⇒②の方が効果的



PLANへの活用方法

総合計画に対する 「中央政府主導型」・「自治
体連携指標比較型」の活用

政策 施策 成果指標 単位 実績
値 目標値 上位25%

実績値 備考

健康

福祉

健康

基本健康診査受
診率

％ 82.2 82.2 51.0
BM参加自治体のな
かで、最上位である
ため、現状維持を目
標とする。

人口1千人あた
りの三大死因に
よる死亡者数

人 5.4 4.2 4.2 BM参加自治体の上
位25%を目標とする。

高齢者

老人クラブ加入
率

10.7 22.7 22.7 BM参加自治体の上
位25%を目標とする。

居宅介護（介護
予防）サービス
費用率

％ 53.0 59.6 59.6 BM参加自治体の上
位25%を目標とする。

要介護度4・5の
居宅介護サービ
ス利用割合

％ 44.0 37.0 － 国から示された基本
指針に基づく数値



Doへの活用方法

業務改善運動に対する 「自治体連携業務プロ
セス比較型」・「自治体単独業務プロセス比較
型」の活用



他

自

治

体職場レベル

改善改革実践事例発表会

自治体連携
業務プロセス
比 較 型

情報共有化

自治単独業務
プロセス比較型

自治体内部

情

報

共
有
化



Checkへの活用方法

行政評価システムに対する 「中央政府主導
型」・「自治体連携指標比較型」・「自治体単独
指標比較型」の活用

⇒業績測定の分析への活用



分析方法の考え方（例：待機児童数）



Actionへの活用方法

政策形成過程に対する 「自治体連携指標比
較型」・「コンソーシアム型」の活用

⇒「比べジョーズ」の発展型



「比べジョーズ」の応用

比べジョーズの基本フレーム

業績指標のデータ収集・管理・提供

比べジョーズ研究会（分科会）

収集した業績指標を活用したデータ分析

分科会の目的別実施

自治体の重点施策別に分科会を設置

⇒収集したデータを基に詳細な分析



今後の研究課題



今後の課題

効果的な業績指標の考え方

①中央政府主導による業績指標の整備

②自治体連携による業績指標の設定

都市間比較型BM相互の連携について

①既存の都市間比較型BM事例間の連携


